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研究成果の概要（和文）：第一に、世界の先進事例調査により、電子行政サービスがリアクティブ型からプロア
クティブ型へと大きく変化しつつあることを明らかにした。第二に、福祉における情報の壁に関する実態調査に
より、住民にとって有用な福祉情報が広報されない主因は組織体制の欠陥と担当職員の認知バイアスにある可能
性を示した。第三に、当事者主体の仮説検証型アプローチに基づく質問票調査により、行政と市民の認識ギャッ
プを定量的に解明した。第四に、自治体調査のメタ調査により、基礎自治体で市民の実態やニーズに関する良質
なデータを系統的に収集し、そのデータを政策運営に有効活用するために必要な方策を明らかにした。

研究成果の概要（英文）：First, this study discovered that e-Government services of advanced cases in
 the world were transforming from a reactive approach toward a proactive approach. Second, the 
result of a field study concerning the information barriers on social welfare services indicates 
that the barriers are built primary because of cognitive bias of public employees and a lack of 
monitoring system in the government. Third, this study shows that citizen surveys based on 
administrative hypotheses and predictions concerning citizens needs have great potential to effect 
changes based on data, as the results clearly visualized the government’s cognitive bias and 
demonstrated detailed information to create a more citizen-centered government. Finally, the way to 
collect good data systematically and use the data effectively in local governments was clarified.

研究分野：社会情報学、電子行政、情報経済論、政策評価
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１．研究開始当初の背景 
 公共ＩＴ投資は、1960 年代頃から行われ
てきた行政業務の電算化に起源をもつ。わが
国では 2000年代以降、「電子政府・電子自治
体」（以下、「電子行政」と称する）という名
のもとで、オープンな情報通信ネットワーク
を有効活用しながら、行政業務、公共サービ
ス及び公共ガバナンスを刷新するために公
共ＩＴ投資が積極的に行われるようになっ
た。 
 しかしHeeks & Blailur（2007）によれば、
電子行政を主題とする学術論文の多くでは
定量的証拠がまったく示されておらず、二次
資料の定性的分析のみに基づいて自らの主
張の正当性が主張されている。すなわち多く
の研究は、「私の提案は、私が正しいと思う。
だから妥当かつ有効であろう」という思い込
みを述べているにすぎないという[1]。わが国
でも、公共ＩＴ投資や電子行政関連施策の業
績を定量的に評価分析した学術研究は多く
なく、日本政府は公共ＩＴ投資のインパクト
に関するエビデンスも公共ＩＴ経費に関す
るデータもごく一部しか収集・公表していな
かった。 
 
２．研究の目的 
 そこで本研究は、公共ＩＴ投資の実態や効
果をできるだけ定量的に明らかにすること
によって、この分野における学術研究の発展
に貢献するとともに、公共ＩＴ投資の費用対
効果を高めるための方策をより正確なデー
タに基づいて実証的に明らかにすることを
目指した。 
 申請当初は日本の公共ＩＴ投資の費用対
効果についてミクロとマクロの両面から調
査研究することを計画していたが、二度にわ
たる研究中断とその期間中における大きな
制度変更によって、本研究において公共ＩＴ
投資の全体像を可視化することの必要性と
合理性が減じられたことから、研究期間の途
中で計画を変更し、個別領域においてより費
用対効果の高い公共ＩＴ投資を行うための
方策を実証的に明らかにすることに研究資
源を集中した。特に、成熟した福祉国家とし
て行政が市民や企業に対してきめ細かいサ
ービスを提供するためにＩＣＴをどのよう
に役立てることができるか、その障害になっ
ているのは何かを実証的に明らかにするこ
とを目指して研究を推進した。 
 
３．研究の方法 
 上記研究目的を達成するために、主に以下
の３つの方法で研究を進めた。 
(1)まず、わが国でより費用対効果の高い公
共ＩＴ投資を行うための示唆を得ることを
目的として、世界各国における電子行政の先
進的な取組みに関する事例調査を行い、公共
ＩＴ投資の先端的動向を整理検討した。 
(2)公共ＩＴ投資の効果を定量的に明らかに
するための調査研究としては、基礎自治体に

よるＩＣＴを利活用した広報広聴活動に注
目した調査研究を行った。具体的には、ＩＣ
Ｔを用いた自治体広報広聴活動の実態、効果、
課題、住民ニーズ、行政と市民との間の認識
ギャップ等を把握するするため、某基礎的自
治体において、一般住民、大学生、自治体職
員及び事業者への個別・集団面接聴取及び大
規模質問紙調査を実施した。 
(3)さらに、より費用対効果の高い公共ＩＴ
投資を実現するためには、公共ＩＴ投資を含
む何らかの公的介入によるインパクトを信
頼できる方法で測定評価し、得られたエビデ
ンス（証拠）を重視するようなインセンティ
ブやナッジ（望ましい行動を強制ではなく自
発的に選択するよう促す仕掛け）を用意する
ことが必要だと考えられることから、わが国
における政策評価・行政評価の実態と課題を
明らかにし、わが国において信頼できるデー
タやエビデンスに基づいて政策形成・行政経
営が行われるために何が必要かを検討した。
具体的には、まず日本の政策評価の実態と成
熟度について国際比較の観点から文献調査
を行い、さらに、日本の自治体でニーズ評価
や実績評価の基礎資料として広範囲に用い
られている市民サーベイについて、調査票や
結果データの利活用状況等に関する実態と
課題を明らかにするために、自治体社会調査
に関するメタ調査を質問紙調査の形式で実
施した。 
 
４．研究成果 
(1)世界における電子行政の先進事例調査に
より、先進的な取組みを行っている国々では
ＩＣＴを利活用して行政サービスがリアク
ティブ型からプロアクティブ型へと大きく
変化しつつあることが分かった。これまで行
政は基本的に市民や企業からの申請があっ
てはじめて行動を起こすという受動的なか
たちで公共サービスを提供してきたが、市民
や企業からの申請がある前に先を見越して
利用者ニーズの高いサービスを開発・提供し
たり、潜在的な利用者にアウトリーチする
（手を差し伸べて支援する）といった能動的
なかたちで公共サービスを提供するように
なっていた。 
電子行政の文脈におけるプロアクティブ
型行政サービスは、①まだ顕在化していない
利用者ニーズを掘り起こす、②手続きの必要
性を減らす、③利用者が必要とする情報を積
極的に届ける、という３つに類型化できる。
アングロサクソン諸国はオープン・ガバメン
トを推進しながら①を積極的に展開してお
り、他方で北欧諸国は②や③に力点を置いて、
バックオフィス連携とサービスのワンスト
ップ化による行政サービスの高度化を推進
していた[2]。 
わが国でも先進的な自治体は工夫を講じ
て先を見越した行政サービスを提供してい
るが、本研究による調査時点においては、利
用者目線のサービスの殆どが組織内または



行政機構の縦割りの枠組み内に留まってい
た。わが国の行政サービスが申請を起点とす
るリアクティブ型から先を見越したプロア
クティブ型へと大きく転換するためには、国
と地方及び官と民をまたがる情報連携基盤
の構築、利用者目線の取組みを促す動機づけ、
利用者目線の取組みを全国規模に広げるた
めの仕掛けが必要であることが分かった。 
(2)市民中心のプロアクティブ型行政サービ
スを実現するための政策課題のうち、国と地
方をまたがる情報連携基盤については、本研
究期間中にいわゆるマイナンバー法が成立
し、ユニークなＩＤをキーにした情報連携が
可能な情報基盤が整備されることになった。 
そこで本研究では、利用者目線の取組みを
促す動機づけのあり方についてより深く検
討するため、まず、福祉における「情報の壁」、
すなわち、知らされないことによる制度への
アクセス障害の実態と原因について調査し
た。具体的には、Ｘ自治体における介護福祉
分野と児童福祉分野の情報の壁について、書
面調査、面接調査及び自治体ホームページで
の情報の見つけやすさ調査によって測定評
価した。その結果、①介護福祉分野では施設
型以外の介護福祉サービスの情報が、児童福
祉分野では就学前児童向け福祉サービスの
情報が入手しにくいようであること、②どち
らの分野でも、住民ニーズの大きい福祉情報
を自治体ホームページで見つけることは容
易ではない場合が多いこと、③行政職員は広
報内容の不十分さではなく広報媒体の不十
分さを問題視する傾向にあること、④各課の
業務に関する広報の権限と責任は基本的に
原課にあり、広報担当職員は住民の情報ニー
ズを殆ど把握していないこと等が分かった。
住民にとって有用な福祉情報が広報されな
い主な原因は、①住民の情報ニーズと広報実
態とのギャップを組織的にチェックし改善
する仕組みが欠落していること、及び、②担
当職員の認知バイアスのために現状維持が
優先されたり手段の目的化が生じていたり
することにあると考えられる。したがって、
利用者目線の広報広聴サービスを促すため
には、部門間役割分担を見直して広報の量と
質を組織的に保証すること、住民ニーズと広
報実態とのギャップを可視化すること、第三
者の意見を重視せざるを得ない仕組みを作
り機能させること等が必要だと考えられる
[3]。 
当該研究は、複数の福祉分野における基礎
自治体に対する住民の情報ニーズと自治体
広報の実態を明らかにし、自治体広報に起因
する情報の壁の発生原因を分野横断的に検
討したという点で独自性がある。しかし、有
用なのに十分に広報されていない福祉情報
は自治体間でいかなる異同があるのか、自治
体広報が不十分になる理由に関する本稿の
仮説がどのくらい妥当性をもつのかは、今後
の研究によって検証される必要がある。調査
方法をより再現容易で信頼性の高い方法に

改良した上で、調査媒体や調査地域、調査分
野を拡大し、情報の壁の除去に役立つ知見を
導出することが、今後の研究課題である。 
(3)次に、ＩＣＴを利活用した自治体広報広
聴活動において、どのくらい利用者目線のサ
ービスが提供されているのか、行政はどの程
度正確に利用者ニーズを捉えることができ
ているのか等を明らかにするため、Ｙ自治体
において、自治体職員、一般住民及び事業者
への質問紙調査及び面接調査を実施した。 
その結果、第一に、住民はコンテンツ重視、
行政はツール重視という、行政と市民の認識
ギャップを定量的に明らかにした。第二に、
その認識ギャップが生じる理由は、利用者目
線の重視が業務として明確に位置付けられ
ていないことと、行政職員の認知バイアスに
あることが分かった[4]。 
当該研究では、行政と市民の認識ギャップ
を明らかにするために、行政職員を作業仮設
の構築作業に巻き込み、組織としての仮説を
可視化して検証するという当事者主体の仮
説検証型アプローチを採用した。この手法は、
先行研究で用いられてきた行政と市民との
認識ギャップの可視化手法に比べて、行政に
当該認識ギャップの気づきを促し、より信頼
できる証拠に基づいてより市民目線の行政
活動を行うように働きかける作用が大きい
と考えられる。今後は、調査分析手法を磨き
上げながら、異なる分野や地域で本手法の有
効性を確かめることが課題である。 
(4)日本の政策評価の実態と成熟度を先進国
間で比較した先行研究によれば、現在の日本
の評価文化はすでに成熟段階と評価される
ような発展段階にある。しかし日本の政策評
価・行政評価は、内部評価による事務事業単
位の実績評価に偏っており、しかも全庁的に
画一的な方法で定期的に実施されるため、利
益相反が深刻で、多くの場合形骸化してしま
っているという大きな問題がある。多くの地
方自治体はニーズ評価や実績評価を行うた
めに定期的に大規模な質問紙調査を実施し
ているが、施策や評価の根拠として用いられ
ているデータに深刻なバイアスがあること
や、時間とコストを投じて得た調査結果があ
まり活用されていないことが先行研究で指
摘されてきた。ただし先行研究では、一自治
体でどのような社会調査がどのくらいの規
模や頻度で行われているのかは正確に調べ
られていなかった。 
そこで本研究は、地方自治体が実施する質
問票調査の質を高め、調査結果の利活用を促
すことを通じて、より信頼できる実証的根拠
に基づいて政策運営が行われるよう支援す
ることを目的として、Ｚ自治体の各部局が過
去３年間に実施した市民向け質問票調査の
質や利活用状況に関する実態と課題を詳細
に明らかにした。その結果、①過去３年間に
Ｚ自治体の約３割の部局によって毎年平均
10 件以上の市民向け質問票調査が実施され
ていたこと、②市民向け質問票調査の半数ほ



どは郵送法で行われており、その平均回収率
は５割程度で、回収率の向上が課題であるこ
と、③約２／３の調査でリサーチクエスチョ
ンに対する仮説を立てずに調査が行われて
いたこと、④集計結果などの結果の詳細な内
容を公表しているケースは半数に満たず、結
果の公表と広報に課題があること、⑤多くの
調査で個票データが二次形式容易なデータ
形式で保管されていたが、一方でデータの二
次利用の実績や予定もないケースが大半で
あったこと、⑥外部の専門家や市民のチェッ
クや支援を受けて調査を実施しているケー
スが少ないこと等が分かった。 
市民の実態やニーズに関する良質なデー
タを系統的に収集し、そのデータを政策運営
に有効活用するためには、①専門家や市民の
支援を受けながら調査方法を入念に検討し
て筋のよい問いと仮説を立てること、②調査
票の事前テストや調査に関する事前広報等
の工夫をもっと積極的に講じて回収率を高
めること、③個人情報保護に十分に注意した
上で調査結果の情報公開やデータ開放をも
っと積極的に行うこと、④そのための組織的
体制を整えること、⑤担当職員が社会調査の
基礎を一定程度修得すること等が必要だと
考えられる[5]。 
当該研究は、一自治体が一定期間に実施し
た市民向け質問票調査に関する実態調査結
果を速報したものであった。今後さらに追跡
調査や一次資料分析を行い、地方自治体が実
施する質問票調査の質と利活用の実態と課
題をより正確に明らかにすることや、社会調
査の質を高め利活用を促すことを目的とし
て何らかの介入を行い、介入効果を測定評価
して有効な対策を検討すること等が、今後の
研究課題として残されている。 
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